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○ 室蘭市手数料条例 新旧対照表
（平成１２年条例第２号）

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

（１）～（５） 略 （１）～（５） 略

（６） 土木、都市計画及び建築に関する事務 （６） 土木、都市計画及び建築に関する事務

手数料を徴収する事項 手数料の金額 手数料を徴収する事項 手数料の金額

１ 略 １ 略

２ 宅地造成

等規制法の

一部を改正

する法律

（令和４年

法律第５５

号）附則第

２条第１項

の規定によ

りなお従前

の例による

こととされ

る同法によ

る改正前の

宅地造成等

規制法（昭

和３６年法

律第１９１

号）に関す

るもの

（１）宅地造

成に関する

工事の許可

申請

（略） ２ 宅地造成

等規制法

（昭和３６

年法律第１

００号）に

関するもの

（１）宅地造

成に関する

工事の許可

申請

（略）

（２）宅地造

成に関する

工事の計画

の変更の許

可申請

（略） （２）宅地造

成に関する

工事の計画

の変更の許

可申請

（略）

３～４ 略 ３～４ 略

５ 都市の低

炭素化の促

進に関する

法律（平成

２４年法律

第８４号）

に関するも

（１）低炭素

建築物新築

等計画の認

定申請

ア 一戸建ての住宅又は複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに

限る。（イ）において同じ。）の住宅部分の認定を申請する場

合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める金額（住

宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項に規定する登

録住宅性能評価機関による認定に係る技術的審査（以下この項

において「評価機関審査」という。）を受けた場合にあっては、

７，４００円）

５ 都市の低

炭素化の促

進に関する

法律（平成

２４年法律

第８４号）

に関するも

（１）低炭素

建築物新築

等計画の認

定申請

ア 一戸建ての住宅又は複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに

限る。）の住宅部分の認定を申請する場合 ３９，６００円（住

宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項に規定する登

録住宅性能評価機関による技術的審査（以下この項において「評

価機関審査」という。）を受けた場合にあっては、７，４００円）
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の の

（ア） （イ）に掲げる場合以外の場合 ３９，６００円

（イ） 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成

２８年経済産業省・国土交通省令第１号。以下この項及び

次項において「基準省令」という。）第１０条第２号イ（２）

及びロ（２）に適合している一戸建ての住宅又は複合建築

物の住宅部分に係る認定を申請する場合 ２１，６００円

イ 共同住宅等（共同住宅、長屋その他の一戸建ての住宅以外の

住宅をいう。以下この項及び次項において同じ。）の用途に供す

る建築物又は複合建築物（住宅の戸数が１戸のものを除く。以

下イ及びウにおいて同じ。）の住宅部分の認定を申請する場合

（ウに掲げる場合を除く。） 当該申請に係る１棟の建築物の共

同住宅等又は複合建築物の住宅部分について、（ア）に定める金

額に（イ）に定める金額を加えた金額（住戸以外の部分を有さ

ない建築物にあっては、（ア）に定める金額）

イ 共同住宅等（共同住宅、長屋その他の一戸建ての住宅以外の

住宅をいう。以下この項及び次項において同じ。）の用途に供す

る１の建築物又は複合建築物（住宅の戸数が１戸のものを除く。

以下イにおいて同じ。）の住宅部分の認定を申請する場合 当該

申請に係る１棟の建築物の共同住宅等又は複合建築物の住宅部

分について、（ア）に定める金額に（イ）に定める金額を加えた

金額（住戸以外の部分を有さない建築物にあっては、（ア）に定

める金額）

（ア） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅等又は複合

建築物の住宅部分の戸数の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額

（ア） 次に掲げる当該申請に係る当該申請の対象である共同

住宅等又は複合建築物の住宅部分の戸数の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

ａ～ｈ （略） ａ～ｈ （略）

（イ） （略） （イ） （略）

ウ 基準省令第１０条第２号イ（２）及びロ（２）に適合してい

る共同住宅等の用途に供する建築物又は複合建築物の住宅部分

に係る認定を申請する場合 当該申請に係る１棟の建築物の共

同住宅等又は複合建築物の住宅部分について、（ア）に定める金

額に（イ）に定める金額を加えた金額（住戸以外の部分を有さ

ない建築物にあっては、（ア）に定める金額）

（新設）

（ア） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅等又は複合

建築物の住宅部分の戸数の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額

ａ 住宅の戸数が２戸以上５戸以内のもの ３７，９００

円（評価機関審査を受けた場合にあっては、１２，５０

０円）

ｂ 住宅の戸数が６戸以上１０戸以内のもの ５３，１０

０円（評価機関審査を受けた場合にあっては、１９，８

００円）

ｃ 住宅の戸数が１１戸以上２５戸以内のもの ７４，６

００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、３１，

５００円）
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ｄ 住宅の戸数が２６戸以上５０戸以内のもの １１０，

０００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、５１，

３００円）

ｅ 住宅の戸数が５１戸以上１００戸以内のもの １６

３，０００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、

９０，０００円）

ｆ 住宅の戸数が１０１戸以上２００戸以内のもの ２

３０，０００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、

１４１，０００円）

ｇ 住宅の戸数が２０１戸以上３００戸以内のもの ２

９７，０００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、

１７７，０００円）

ｈ 住宅の戸数が３０１戸以上のもの ３３９，０００円

（評価機関審査を受けた場合にあっては、１８９，００

０円）

（イ） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅等の住戸以

外又は複合建築物の住宅部分の住戸以外の床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

ａ 床面積の合計が３００平方メートル以内のもの ５

０，８００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、

１２，５００円）

ｂ 床面積の合計が３００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの ８７，６００円（評価機関審

査を受けた場合にあっては、３１，５００円）

ｃ 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え５，０

００平方メートル以内のもの １５９，０００円（評価

機関審査を受けた場合にあっては、９０，０００円）

ｄ 床面積の合計が５，０００平方メートルを超えるもの

２１７，０００円（評価機関審査を受けた場合にあって

は、１４１，０００円）

エ 住宅以外の用途に供する建築物又は複合建築物の非住宅部分

の認定を申請する場合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

ウ 住宅以外の用途に供する１の建築物又は複合建築物の非住宅

部分の認定を申請する場合 次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

（ア） （イ）に掲げる場合以外の場合 次に掲げる当該申請

に係る１棟の建築物又は複合建築物の非住宅部分の床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（ア） （イ）に掲げる場合以外の場合 次に掲げる当該申請

に係る１棟の建築物又は複合建築物の非住宅部分の床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

ａ～ｆ （略） ａ～ｆ （略）

（イ） 当該申請に係る建築物のエネルギーの使用の効率性そ （イ） 当該申請に係る建築物のエネルギーの使用の効率性そ
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の他の性能をモデル建物法（建物の用途ごとに建物の形

状、室の用途の構成等を仮定したモデルとなる建物に対し

て、当該申請に係る建築物に導入される外皮及び設備の仕

様を適用し、当該モデルとなる建物についてエネルギーの

使用の効率性その他の性能を計算する方法をいう。（２）

オ（イ）において同じ。）で計算して認定を申請する場合

次に掲げる当該申請に係る１棟の建築物又は複合建築物

の非住宅部分の床面積の合計の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

の他の性能をモデル建物法（建物の用途ごとに建物の形

状、室の用途の構成等を仮定したモデルとなる建物に対し

て、当該申請に係る建築物に導入される外皮及び設備の仕

様を適用し、当該モデルとなる建物についてエネルギーの

使用の効率性その他の性能を計算する方法をいう。（２）

エ（イ）において同じ。）で計算して認定を申請する場合

次に掲げる当該申請に係る１棟の建築物又は複合建築物

の非住宅部分の床面積の合計の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

ａ～ｆ （略） ａ～ｆ （略）

（摘要） （摘要）

１ 複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに限る。）の全体の認定を申請する場

合は、上記ア及びエに規定する金額を合計した金額とする。

１ 複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに限る。）の全体の認定を申請する場

合は、上記ア及びウに規定する金額を合計した金額とする。

２ 複合建築物（住宅の戸数が１戸のものを除く。）の全体の認定を申請する場

合は、上記イ及びエ又はウ及びエに規定する金額を合計した金額とする。

２ 複合建築物（住宅の戸数が１戸のものを除く。）の全体の認定を申請する場

合は、それぞれの部分につき上記イ及びウに規定する金額を合計した金額とす

る。

３ 都市の低炭素化の促進に関する法律（以下この項において「法」という。）

第５４条第２項の規定による申出をする場合にあっては、この項に規定する金

額に室蘭市建築基準法施行条例第５８条の１１の規定により算定した金額を

加算した金額とする。この場合において、加算した金額の還付に関しては、第

３条第２項の規定にかかわらず、室蘭市建築基準法施行条例第５８条の１６第

３項の例による。

３ 都市の低炭素化の促進に関する法律（以下この項において「法」という。）

第５４条第２項の規定による申出をする場合にあっては、この項に規定する金

額に室蘭市建築基準法施行条例第５８条の１１の規定により算定した金額を

加算した金額とする。この場合において、加算した金額の還付に関しては、第

３条第２項の規定にかかわらず、室蘭市建築基準法施行条例第５８条の１６第

３項の例による。

（２） 低炭素

建築物新築

等計画の変

更の認定申

請

ア 工事の着手予定時期及び完了予定時期の変更のみの場合 １

棟につき１，０００円

（２） 低炭素

建築物新築

等計画の変

更の認定申

請

ア 工事の着手予定時期及び完了予定時期の変更のみの場合 １

棟につき１，０００円

イ 一戸建ての住宅又は複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに

限る。（イ）において同じ。）の住宅部分の変更認定を申請する

場合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（評価機関審査を受けた場合にあっては、７，４００円）

イ 一戸建ての住宅又は複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに

限る。）の住宅部分の変更認定を申請する場合 ２３，５００円

（評価機関審査を受けた場合にあっては、７，４００円）

（ア） （イ）に掲げる場合以外の場合 ２３，５００円

（イ） 基準省令第１０条第２号イ（２）及びロ（２）に適合

している一戸建ての住宅又は複合建築物の住宅部分に係

る変更認定を申請する場合 １４，６００円

ウ 共同住宅等の用途に供する建築物又は複合建築物（住宅の戸

数が１戸のものを除く。以下ウ及びエにおいて同じ。）の住宅部

分の変更認定を申請する場合（エに掲げる場合を除く。） 当該

ウ 共同住宅の用途に供する１の建築物又は複合建築物（住宅の

戸数が１戸のものを除く。以下ウにおいて同じ。）の住宅部分の

変更認定を申請する場合 当該申請に係る１棟の建築物の共同
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申請に係る１棟の建築物の共同住宅等又は複合建築物の住宅部

分について（ア）に定める金額に（イ）に定める金額を加えた

金額（住戸以外の部分を有さない建築物にあっては、（ア）に定

める金額）

住宅又は複合建築物の住宅部分について（ア）に定める金額に

（イ）に定める金額を加えた金額（住戸以外の部分を有さない

建築物にあっては、（ア）に定める金額）

（ア） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅等又は複合

建築物の住宅部分の戸数の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額

（ア） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅又は複合建

築物の住宅部分の戸数の区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ａ～ｈ （略） ａ～ｈ （略）

（イ） （略） （イ） （略）

エ 基準省令第１０条第２号イ（２）及びロ（２）に適合してい

る共同住宅等の用途に供する建築物又は複合建築物の住宅部分

に係る変更認定を申請する場合 当該申請に係る１棟の建築物

の共同住宅等又は複合建築物の住宅部分について、（ア）に定め

る金額に（イ）に定める金額を加えた金額（住戸以外の部分を

有さない建築物にあっては、（ア）に定める金額）

（新設）

（ア） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅等又は複合

建築物の住宅部分の戸数の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額

ａ 住宅の戸数が２戸以上５戸以内のもの ２５，０００

円（評価機関審査を受けた場合にあっては、１２，５０

０円）

ｂ 住宅の戸数が６戸以上１０戸以内のもの ３５，９０

０円（評価機関審査を受けた場合にあっては、１９，８

００円）

ｃ 住宅の戸数が１１戸以上２５戸以内のもの ５２，２

００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、３１，

５００円）

ｄ 住宅の戸数が２６戸以上５０戸以内のもの ７８，５

００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、５１，

３００円）

ｅ 住宅の戸数が５１戸以上１００戸以内のもの １２

２，０００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、

９０，０００円）

ｆ 住宅の戸数が１０１戸以上２００戸以内のもの １

７９，０００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、

１４１，０００円）

ｇ 住宅の戸数が２０１戸以上３００戸以内のもの ２

２８，０００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、
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１７７，０００円）

ｈ 住宅の戸数が３０１戸以上のもの ２５５，０００円

（評価機関審査を受けた場合にあっては、１８９，００

０円）

（イ） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅等の住戸以

外又は複合建築物の住宅部分の住戸以外の床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

ａ 床面積の合計が３００平方メートル以内のもの ２

９，９００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、

１２，５００円）

ｂ 床面積の合計が３００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの ５７，１００円（評価機関審

査を受けた場合にあっては、３１，５００円）

ｃ 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え５，０

００平方メートル以内のもの １１８，０００円（評価

機関審査を受けた場合にあっては、９０，０００円）

ｄ 床面積の合計が５，０００平方メートルを超えるもの

１７１，０００円（評価機関審査を受けた場合にあって

は、１４１，０００円）

オ 住宅以外の用途に供する建築物又は複合建築物の非住宅部分

の変更認定を申請する場合 次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

エ 住宅以外の用途に供する１の建築物又は複合建築物の非住宅

部分の変更認定を申請する場合 次に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

（ア）・（イ） （略） （ア）・（イ） （略）

（摘要） （摘要）

１ 複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに限る。）の全体の変更認定を申請す

る場合は、上記イ及びオに規定する金額を合計した金額とする。

１ 複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに限る。）の全体の変更認定を申請す

る場合は、それぞれの部分につき上記イ及びエに規定する金額を合計した金額

とする。

２ 複合建築物（住宅の戸数が１戸のものを除く。）の全体の変更認定を申請す

る場合は、上記ウ及びオ又はエ及びオに規定する金額を合計した金額とする。

２ 複合建築物（住宅の戸数が１戸のものを除く。）の全体の変更認定を申請す

る場合は、それぞれの部分につき上記ウ及びエに規定する金額を合計した金額

とする。

３ 法第５５条第２項において準用する法第５４条第２項の規定による申出を

する場合にあっては、この項に規定する金額に室蘭市建築基準法施行条例第５

８条の１１の規定により算定した金額を加算した金額とする。この場合におい

て、加算した金額の還付に関しては、第３条第２項の規定にかかわらず、室蘭

市建築基準法施行条例第５８条の１６第３項の例による。

３ 法第５５条第２項において準用する法第５４条第２項の規定による申出を

する場合にあっては、この項に規定する金額に室蘭市建築基準法施行条例第５

８条の１１の規定により算定した金額を加算した金額とする。この場合におい

て、加算した金額の還付に関しては、第３条第２項の規定にかかわらず、室蘭

市建築基準法施行条例第５８条の１６第３項の例による。

６ 建築物の

エネルギー

消費性能の

（１） 建築物

エネルギー

消費性能適

ア 建築物エネルギー消費性能確保計画１件につき、次に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

６ 建築物の

エネルギー

消費性能の

（１） 建築物

エネルギー

消費性能適

ア 建築物エネルギー消費性能確保計画１件につき、次に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（ア） 当該計画に係る建築物について基準省令第１条第１項 （ア） 当該計画に係る建築物について建築物エネルギー消費
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向上に関す

る法律に関

するもの

合性判定 第１号イに適合している旨の判定を申請し、又は計画を通

知する場合 次に掲げる当該計画に係る１棟の建築物の

非住宅部分（増築又は改築の場合にあっては、当該増築又

は改築に係る部分に限る。以下この項において同じ。）（エ

ネルギー消費性能の算定の対象に該当しない部分を除く。

（イ）並びにイ（ア）及び（イ）において同じ。）の床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

向上に関す

る法律に関

するもの

合性判定 性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業省・国土交

通省令第１号）（以下この項において「基準省令」という。）

第１条第１項第１号イに適合している旨の判定を申請し、

又は計画を通知する場合 次に掲げる当該計画に係る１

棟の建築物の非住宅部分（増築又は改築の場合にあって

は、当該増築又は改築に係る部分に限る。以下この項にお

いて同じ。）（エネルギー消費性能の算定の対象に該当しな

い部分を除く。（イ）並びにイ（ア）及び（イ）において

同じ。）の床面積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額

ａ～ｆ （略） ａ～ｆ （略）

（イ）・（ウ） 略 （イ）・（ウ） 略

イ 略 イ 略

（２） （略） （２） （略）

（３） 建築物

エネルギー

消費性能向

上計画の認

定申請

ア 一戸建ての住宅又は複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに

限る。（ア）及び（イ）において同じ。）の住宅部分の認定を申

請する場合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額（評価機関審査を受けた場合にあっては、６，４５０円）

（３） 建築物

エネルギー

消費性能向

上計画の認

定申請

ア 一戸建ての住宅又は複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに

限る。）の住宅部分の認定を申請する場合 次に掲げる住宅部分

の床面積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（ア） （イ）に掲げる場合以外の場合 次に掲げる当該申請

の対象である一戸建ての住宅又は複合建築物の住宅部分

の床面積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（ア）床面積の合計が２００平方メートル以内のもの ３７，

２００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、６，４

５０円）

ａ 床面積の合計が２００平方メートル以内のもの ３

７，２００円

ｂ 床面積の合計が２００平方メートルを超えるもの

４１，４００円

（イ） 基準省令第１０条第２号イ（２）及びロ（２）に適合

している一戸建ての住宅又は複合建築物の住宅部分に係

る認定を申請する場合 次に掲げる当該申請の対象であ

る一戸建ての住宅又は複合建築物の住宅部分の床面積の

合計の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（イ） 床面積の合計が２００平方メートルを超えるもの ４

１，４００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、６，

４５０円）

ａ 床面積の合計が２００平方メートル以内のもの １

８，１００円

ｂ 床面積の合計が２００平方メートルを超えるもの

１９，３００円

イ 共同住宅等の用途に供する建築物又は複合建築物（住宅の戸

数が１戸のものを除く。以下イ及びウにおいて同じ。）の住宅部

分の認定を申請する場合（ウに掲げる場合を除く。） 当該申請

イ 共同住宅の用途に供する１の建築物又は複合建築物（住宅の

戸数が１戸のものを除く。以下イ及びウにおいて同じ。）の住宅

部分の基準省令第１４条第２項第１号に掲げる住宅の認定を申
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に係る１棟の建築物の共同住宅等又は複合建築物の住宅部分に

ついて、（ア）に定める金額に（イ）に定める金額を加えた金額

（住戸以外の部分を有さない建築物又は基準省令第１４条第２

項第２号に掲げる住宅にあっては、（ア）に定める金額）

請する場合 当該申請に係る１棟の建築物の共同住宅等又は複

合建築物の住宅部分について（ア）に定める金額に（イ）に定

める金額を加えた金額

（ア） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅等又は複合

建築物の住宅部分の戸数の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額

（ア） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅又は複合建

築物の住宅部分の戸数の区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ａ 住宅の戸数が２戸以上４戸以内のもの ７３，４００

円（評価機関審査を受けた場合にあっては、１１，２０

０円）

ａ 住宅の戸数が２戸以上４戸以内のもの ７３，４００

円（評価機関審査を受けた場合にあっては、１１，２０

０円）

ｂ 住宅の戸数が５戸以上１５戸以内のもの １２１，０

００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、２２，

３００円）

ｂ 住宅の戸数が５戸以上１５戸以内のもの １２１，０

００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、２２，

３００円）

ｃ 住宅の戸数が１６戸以上４５戸以内のもの ２０５，

０００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、４７，

９００円）

ｃ 住宅の戸数が１６戸以上４５戸以内のもの ２０５，

０００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、４７，

９００円）

ｄ 住宅の戸数が４６戸以上のもの ２９３，０００円

（評価機関審査を受けた場合にあっては、８４，５００

円）

ｄ 住宅の戸数が４６戸以上のもの ２９３，０００円

（評価機関審査を受けた場合にあっては、８４，５００

円）

（イ） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅等の住戸以

外又は複合建築物の住宅部分の住戸以外の床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（イ） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅又は複合建

築物の住宅部分の住戸以外の床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額

ａ 床面積の合計が３００平方メートル以内のもの ７

３，４００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、

１１，２００円）

ａ 床面積の合計が３００平方メートル以内のもの ７

３，４００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、

１１，２００円）

ｂ 床面積の合計が３００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの １２１，０００円（評価機関

審査を受けた場合にあっては、２２，３００円）

ｂ 床面積の合計が３００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの １２１，０００円（評価機関

審査を受けた場合にあっては、２２，３００円）

ｃ 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え５，０

００平方メートル以内のもの ２０５，０００円（評価

機関審査を受けた場合にあっては、４７，９００円）

ｃ 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え５，０

００平方メートル以内のもの ２０５，０００円（評価

機関審査を受けた場合にあっては、４７，９００円）

ｄ 床面積の合計が５，０００平方メートルを超えるもの

２９３，０００円（評価機関審査を受けた場合にあって

は、８４，５００円）

ｄ 床面積の合計が５，０００平方メートルを超えるもの

２９３，０００円（評価機関審査を受けた場合にあって

は、８４，５００円）

ウ 基準省令第１０条第２号イ（２）及びロ（２）に適合してい

る共同住宅等の用途に供する建築物又は複合建築物の住宅部分

に係る認定を申請する場合 当該申請に係る１棟の建築物の共

同住宅等又は複合建築物の住宅部分について、（ア）に定める金

ウ 共同住宅等の用途に供する１の建築物又は複合建築物の住宅

部分の基準省令第１４条第２項第２号に掲げる住宅の認定を申

請する場合 イ（ア）の規定の例により算定した金額
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額に（イ）に定める金額を加えた金額（住戸以外の部分を有さ

ない建築物にあっては、（ア）に定める金額）

（ア） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅等又は複合

建築物の住宅部分の戸数の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額

ａ 住宅の戸数が２戸以上４戸以内のもの ３２，４００

円（評価機関審査を受けた場合にあっては、１１，２０

０円）

ｂ 住宅の戸数が５戸以上１５戸以内のもの ５４，８０

０円（評価機関審査を受けた場合にあっては、２２，３

００円）

ｃ 住宅の戸数が１６戸以上４５戸以内のもの ９７，６

００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、４７，

９００円）

ｄ 住宅の戸数が４６戸以上のもの １４６，０００円

（評価機関審査を受けた場合にあっては、８４，５００

円）

（イ） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅等の住戸以

外又は複合建築物の住宅部分の住戸以外の床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

ａ 床面積の合計が３００平方メートル以内のもの ３

２，４００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、

１１，２００円）

ｂ 床面積の合計が３００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの ５４，８００円（評価機関審

査を受けた場合にあっては、２２，３００円）

ｃ 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え５，０

００平方メートル以内のもの ９７，６００円（評価機

関審査を受けた場合にあっては、４７，９００円）

ｄ 床面積の合計が５，０００平方メートルを超えるもの

１４６，０００円（評価機関審査を受けた場合にあって

は、８４，５００円）

エ 住宅以外の用途に供する建築物又は複合建築物の非住宅部分

の認定を申請する場合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

エ 共同住宅等の用途に供する１の建築物又は複合建築物の非住

宅部分の認定を申請する場合 次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額

（ア） 基準省令第１０条第１号イ（１）及びロ（１）に適合

している住宅以外の用途に供する建築物又は複合建築物

の非住宅部分に係る認定を申請する場合 次に掲げる当

（ア） 当該申請に係る建築物のエネルギー消費性能が基準省

令第１０条第１号イ（１）及びロ（１）に適合している旨

の認定を申請する場合 次に掲げる当該申請に係る１棟
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該申請に係る１棟の建築物又は複合建築物の非住宅部分

の床面積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

の建築物又は複合建築物の非住宅部分の床面積の合計の

区分に応じ、それぞれ次に定める金額

ａ～ｆ （略） ａ～ｆ （略）

（イ） 基準省令第１０条第１号イ（２）及びロ（２）に適合

している住宅以外の用途に供する建築物又は複合建築物

の非住宅部分に係る認定を申請する場合 次に掲げる当

該申請に係る１棟の建築物又は複合建築物の非住宅部分

の床面積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（イ） 当該申請に係る建築物のエネルギー消費性能が基準省

令第１０条第１号イ（２）及びロ（２）に適合している旨

の認定を申請する場合 次に掲げる当該申請に係る１棟

の建築物又は複合建築物の非住宅部分の床面積の合計の

区分に応じ、それぞれ次に定める金額

ａ～ｆ （略） ａ～ｆ （略）

（摘要） （摘要）

１ 複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに限る。）の全体の認定を申請する場

合は、上記ア及びエに規定する金額を合計した金額とする。

１ 複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに限る。）の全体の認定を申請する場

合は、それぞれの部分につき上記ア及びウに規定する金額を合計した金額とす

る。

２・３ （略） ２・３ （略）

（４） 建築物

エネルギー

消費性能向

上計画の変

更の認定申

請

ア 工事の着手予定時期及び完了予定時期の変更のみの場合 １

棟につき９４０円

（４） 建築物

エネルギー

消費性能向

上計画の変

更の認定申

請

ア 工事の着手予定時期及び完了予定時期の変更のみの場合 １

棟につき９４０円

イ 一戸建ての住宅又は複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに

限る。（ア）及び（イ）において同じ。）の住宅部分の変更認定

を申請する場合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額（評価機関審査を受けた場合にあっては、６，４５

０円）

イ 一戸建ての住宅又は複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに

限る。）の住宅部分の変更認定を申請する場合 次に掲げる住宅

の床面積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（ア） （イ）に掲げる場合以外の場合 次に掲げる当該申請

の対象である一戸建ての住宅又は複合建築物の住宅部分

の床面積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（ア）床面積の合計が２００平方メートル以内のもの ２１，

９００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、６，４

５０円）

ａ 床面積の合計が２００平方メートル以内のもの ２

１，９００円

ｂ 床面積の合計が２００平方メートルを超えるもの

２４，０００円

（イ） 基準省令第１０条第２号イ（２）及びロ（２）に適合

している一戸建ての住宅又は複合建築物の住宅部分に係

る変更認定を申請する場合 次に掲げる当該申請の対象

である一戸建ての住宅又は複合建築物の住宅部分の床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（イ） 床面積の合計が２００平方メートルを超えるもの ２

４，０００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、６，

４５０円）

ａ 床面積の合計が２００平方メートル以内のもの １
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１，８００円

ｂ 床面積の合計が２００平方メートルを超えるもの

１２，４００円

ウ 共同住宅等の用途に供する建築物又は複合建築物（住宅の戸

数が１戸のものを除く。以下ウ及びエにおいて同じ。）の住宅部

分の変更認定を申請する場合（エに掲げる場合を除く。） 当該

申請に係る１棟の建築物の共同住宅等又は複合建築物の住宅部

分について、（ア）に定める金額に（イ）に定める金額を加えた

金額（住戸以外の部分を有さない建築物又は基準省令第１４条

第２項第２号に掲げる住宅にあっては、（ア）に定める金額）

ウ 共同住宅の用途に供する１の建築物又は複合建築物（住宅の

戸数が１戸のものを除く。以下ウ及びエにおいて同じ。）の住宅

部分の基準省令第１４条第２項第１号に掲げる住宅の変更認定

を申請する場合 当該申請に係る１棟の建築物の共同住宅等又

は複合建築物の住宅部分について（ア）に定める金額に（イ）

に定める金額を加えた金額

（ア） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅等又は複合

建築物の住宅部分の戸数の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額

（ア） 次に掲げる当該申請に係る対象の共同住宅等又は複合

建築物の住宅部分の戸数の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額

ａ～ｄ （略） ａ～ｄ （略）

（イ） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅等の住戸以

外又は複合建築物の住宅部分の住戸以外の床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（イ） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅等の住戸以

外又は複合建築物の住戸以外の床面積の合計の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ａ～ｄ （略） ａ～ｄ （略）

エ 基準省令第１０条第２号イ（２）及びロ（２）に適合してい

る共同住宅等の用途に供する建築物又は複合建築物の住宅部分

に係る変更認定を申請する場合 当該申請に係る１棟の建築物

の共同住宅等又は複合建築物の住宅部分について、（ア）に定め

る金額に（イ）に定める金額を加えた金額（住戸以外の部分を

有さない建築物にあっては、（ア）に定める金額）

エ 住宅以外の用途に供する１の建築物又は複合建築物の住宅部

分の基準省令第１４条第２項第２号に掲げる住宅の変更認定を

申請する場合 ウ（ア）の規定の例により算定した金額

（ア） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅等又は複合

建築物の住宅部分の戸数の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額

ａ 住宅の戸数が２戸以上４戸以内のもの ２１，１００

円（評価機関審査を受けた場合にあっては、１１，２０

０円）

ｂ 住宅の戸数が５戸以上１５戸以内のもの ３７，２０

０円（評価機関審査を受けた場合にあっては、２２，３

００円）

ｃ 住宅の戸数が１６戸以上４５戸以内のもの ６９，９

００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、４７，

９００円）

ｄ 住宅の戸数が４６戸以上のもの １１０，０００円

（評価機関審査を受けた場合にあっては、８４，５００
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円）

（イ） 次に掲げる当該申請の対象である共同住宅等の住戸以

外又は複合建築物の住宅部分の住戸以外の床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

ａ 床面積の合計が３００平方メートル以内のもの ２

１，１００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、

１１，２００円）

ｂ 床面積の合計が３００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの ３７，２００円（評価機関審

査を受けた場合にあっては、２２，３００円）

ｃ 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え５，０

００平方メートル以内のもの ６９，９００円（評価機

関審査を受けた場合にあっては、４７，９００円）

ｄ 床面積の合計が５，０００平方メートルを超えるもの

１１０，０００円（評価機関審査を受けた場合にあって

は、８４，５００円）

オ 住宅以外の用途に供する建築物又は複合建築物の非住宅部分

の変更認定を申請する場合 次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

オ 住宅以外の用途に供する１の建築物又は複合建築物の非住宅

部分の変更認定を申請する場合 次に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

（ア） 基準省令第１０条第１号イ（１）及びロ（１）に適合

している住宅以外の用途に供する建築物又は複合建築物

の非住宅部分に係る変更認定を申請する場合 次に掲げ

る当該申請に係る１棟の建築物又は複合建築物の非住宅

部分の床面積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める金

額

（ア） 当該申請に係る建築物のエネルギー消費性能が基準省

令第１０条第１号イ（１）及びロ（１）に適合している旨

の変更認定を申請する場合 次に掲げる当該申請に係る

１棟の建築物又は複合建築物の非住宅部分の床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

ａ～ｆ （略） ａ～ｆ （略）

（イ） 基準省令第１０条第１号イ（２）及びロ（２）に適合

している住宅以外の用途に供する建築物又は複合建築物

の非住宅部分に係る変更認定を申請する場合 次に掲げ

る当該申請に係る１棟の建築物又は複合建築物の非住宅

部分の床面積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める金

額

（イ） 当該申請に係る建築物のエネルギー消費性能が基準省

令第１０条第１号イ（２）及びロ（２）に適合している旨

の変更認定を申請する場合 次に掲げる当該申請に係る

１棟の建築物又は複合建築物の非住宅部分の床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

ａ～ｆ （略） ａ～ｆ （略）

（摘要） （摘要）

１ 複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに限る。）の全体の変更認定を申請す

る場合は、上記イ及びオに規定する金額を合計した金額とする。

１ 複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに限る。）の全体の変更認定を申請す

る場合は、それぞれの部分につき上記イ及びエに規定する金額を合計した金額

とする。

２ 複合建築物（住宅の戸数が１戸のものを除く。）の全体の変更認定を申請す ２ 複合建築物（住宅の戸数が１戸のものを除く。）の全体の変更認定を申請す
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る場合は、上記ウ及びオ又はエ及びオに規定する金額を合計した金額とする。 る場合は、上記ウ及びオ又はウ及びエに規定する金額を合計した金額とする。

３ 法第３６条第２項において準用する法第３５条第２項の規定による申出を

する場合にあっては、この項に規定する金額に室蘭市建築基準法施行条例第５

８条の１１の規定により算定した金額を加算した金額とする。この場合におい

て、加算した金額の還付に関しては、第３条第２項の規定にかかわらず、室蘭

市建築基準法施行条例第５８条の１６第３項の例による。

３ 法第３６条第２項において準用する法第３５条第２項の規定による申出を

する場合にあっては、この項に規定する金額に室蘭市建築基準法施行条例第５

８条の１１の規定により算定した金額を加算した金額とする。この場合におい

て、加算した金額の還付に関しては、第３条第２項の規定にかかわらず、室蘭

市建築基準法施行条例第５８条の１６第３項の例による。

（５） （略） （５） （略）

７ 略 ７ 略

（７）～（９） 略 （７）～（９） 略


